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1　はじめに



































































人間科学部紀要』、第 6号、1980 年、301 ～ 22 ページ）；衣笠安喜編『京都府
の教育史』（思文閣出版、1983 年、233 ～ 317 ページ）；京都市学校歴史博物




大学教育学部論集』、第 18 号、2007 年、43 ～ 56 ページ）；川島智生『近代京























































































































































































は 78で、寺子数は 10,474 人であった。寺子屋当たりの寺子数は平均 136 人（男

















































































た「京都図 全」（御用書林 村上勘兵衛刊、福富正水 校正銅刻）によれば、区

























































貸付とすることが提案された。具体的には運営費用 800 円の内、400 円を下









































































































小学校は 1886（明治 19）年から 2～ 20 銭の授業をとり、基本財産をもつこ
ともできたので、市町村制の実施後も、市内の 60 校は学区で維持することが
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会長にあたる。
年寄・戸長（明治 5年）・総代は各町内の代表であって、現在でいえば町内
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正 14）年の三部制経済廃止を受けて行なわれたという実例があったことから、
京都市も同様の展開をとるだろうと予測された。そして京都市での学区制度
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われた。成立した町内会連合会の数は 143（昭和 16 年）、町内会の数は 3,648
であった。町内会は下部組織として隣組を置くことが義務付けられた。隣組














































1942（昭和 17）年まで学事の基本単位であり、1869（明治 2）年から 1886（明












割を果たした。番組は 1872（明治 5）年には区、1879（明治 12）年には組、
1892（明治 25）年には学区と改称された（この時の学区は 60 であった）。そ
の後、京都市に編入された地域も加わって、学区は 1931（昭和 6）年の時点
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京都の学区は都市内コミュニティといえるが、他地域と異なる京都の特徴
は何であろうか。コミュニティとアソシエーションについて古典的な定義づ
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